
電話

（第 4 章）

（第 2 節）

（第　 6

小学校給食運営事業（経常・臨時分）事務事業名

100%

≪アンケート調査実施≫

376円／食

71,540円／人72,594円／人

直接事業費

【事業費の推移】

人 　件 　費
（概算）

区　　　　分

3,939人

190食／年

383円／食

742,200食

指　　　　　標　　　　　値

743,705食 733,042食

１４年度（決算）

748,471食

１６年度（目標）

　小学校給食の運営管理
　【栄養士配置、献立作成、食材購入・検収、調理、学校配膳、衛生管理、栄養指導、
　　食教育、施設・機械管理、給食費徴収、配送回収業務（民間委託）】
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【事務事業を評価する指標（ものさし）】

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③

　総　事　業　費 ①＋④

１５年度（予算） １６年度（予定）

357

100%

≪アンケート調査実施≫

464円／食

100%

≪残食量調査≫

85,821円／人83,759円／人

3,962人

453円／食

4,020人

185食／年

100%

指　　　標(算式）
１３年度 １４年度

3,906人

190食／年

１５年度（目標）

学校給食実施率

185食／年

成果指標
給食内容満足度（目的の達成

度を測るもの
さし）

１食当りコスト

（主要活動単
位当たりコスト）

（総事業費÷年間延給食数）

年間１人当りコスト

（総事業費÷対象者数）

指　　　標

活動指標

（事務事業の
活動量や実
績）

１人当り年間食数

対象者数

効率指標

420

その他特財 7,200 10,460 1,450

１4
年
度

まで

一般財源

２　実　施　（ドゥ）

国支出金

道支出金

（単位：千円）

69,950

294

１３年度（決算）

　市内小学校１０校の児童・教職員

　基本的な生活習慣とも関わる食生活上の問題、人間関係の希薄化している中で、児童が「楽しく
食事をすること」、「望ましい食習慣の形成を図る」、「食事を通して好ましい人間関係の育成を図
る」ことを目標に掲げ、これらを達成するために、栄養のバランスが取れる食事、アレルギー対策な
ど考慮し、美味しく食べられるよう多様な食品の組み合わせなどで、栄養バランスが取れた給食を
提供し、食生活の改善等を図る。

年間延給食数

給食費収入

①合　計

②人　数（年間）

68,636

　　　平成１５年度事務事業評価調書（継続用）　　　　北広島市別紙１

Ｓ４９

整理番号 ３９－１ 作成部署 管理部給食センター ３７３－２４８７
課長職名

学校給食の充実

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

　平成１４年度と同内容（調理・学校配膳業務を15年度から民間委託）

施策）

章 豊かな心と個性ある文化をはぐくむまち

15
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※補助金等
の場合は団
体等の活動
内容）

336,711

90,000

340,021

10

9,235

10

9,000

92,350

83,078

5,000

83,078

165,000 164,000

244,361 250,021 249,948 252,435

169,317168,231

279,435

4

9,000

36,000

285,948

3

9,000

27,000

古宇田　昇克 作成日 平成１５年６月　事務区分 部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 上村　弘志

　　　学校給食法（Ｓ２９．６．３　法律第１６０号）根拠法令等
　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

１　計　画　（プラン）

　児童、生徒の心身の健全な発達や、国民の食生活の改善に寄与することを目的として制定された学校給食法の
趣旨に沿い、昭和４９年から小学校において実施している。    〔平成13年度：全国小学校の98.5%、720万人（全道
98.5%　31万人）の児童に給食実施〕

事務事業開始の
きっかけ（導入当
初の目的等）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　　意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような
状態にしたいのか）

節
施策

学校教育



■十分効率的

事務事業を取り巻く
社会環境の変化や
今後の予測・他市町
村の動向等

　今日の食品の安全性に対する意識の高揚の中で、国においても、Ｏ－１５７発生以降の衛生管理基準の抜本的
見直しが図られてきており、安全性の確保について、さらに強く求められている状況にある。学校給食センターとし
ても、国の衛生管理基準を基本に独自の安全衛生管理マニュアルを作る等の対応はしているが、施設面では、築
30年が経過し老朽化が著しいことから、今後、現「ウエットシステム」の「ドライ」運用や完全「ドライシステム」化への
移行が必要となってくることが予測される。

項　　目

目的の妥当性

☐改善の余地あ
り(⇒改善の方
法記入）

【手法は効率
的ですか。コ
スト節減の方
法はありませ
んか】

行政関与の妥当性 ■適切

□やや非効率

【受益者負担の適正化の
余地はありませんか】

■適切

【社会経済情勢や市民
ニーズの変化などから、
設定した対象や意図は妥
当ですか】

□改善の余地あ
り(⇒改善の方
法記入）

効率性の評価

□概ね効率的

□改善の余地あ
り(⇒改善の方
法記入）

【現在の手段は適切です
か。他の手段や委託化な
どの可能性はありません
か】

項　　目 判　定
【妥当性の評価と改善の方法等】

整理番号３９－１

有効性の評価

【意図した成
果は上がって
いますか】

今後の方向性や改善方法など

□かなり非効率

４　総合判定と今後の方向性

判　　定

■見直しの上で継続する

□統合する(検討含む）

【２次評価】

　判　　　　定

□あまり成果が上がっていない

□成果が上がっていない

■十分成果が上がっている

□概ね成果が上がっている

【市が実施すべき事務事
業ですか。市民・企業等
での実施可能性はありま
せんか】

□廃止・休止する(検討含む）

□縮小する(検討含む）

□廃止・休止する(検討含む）

□終了

　判　　　　定

■見直しの上で継続する

■Ａ 　　　 □B    　　□C

※部局で所管するすべての事務事業の中で、この事務事業の位置づけはどの程度ですか

手段の妥当性

□拡大・重点化する

□現状のまま継続する

【１次評価】

　１食単価を定め、給食費として徴収してい
る。また、食料物価等も見ながら時宜に応
じて１食単価を改定してきており、妥当と評
価するが、給食費に未納が生じていること
については問題はある。

【事務事業担当部局内優先度】

事務事業担当部局
の総合判定

【上記３の評価と改
善を踏まえ、今後の
方向性についての総
合判定と改善方法等
を記入】

□拡大・重点化する

□現状のまま継続する

今後の方向性等

　今年度から調理・学校配膳業務を民間委託しており、事業の効率
化が図られている。施設･設備の老朽化問題については、修繕等に
より対応することとするが、今後抜本的な施設改善について検討し
ていくこととする。

□統合する(検討含む）

□縮小する(検討含む）

□終了

①現在最も重要視されるのは、安全性向上のための施設・設備整備が課題
となっている。
②給食センターは、築30年が経過し老朽化が著しく、施設本体もさることな
がら、機械設備関連、備品関連などについても、老朽化してきており、当面
の間、施設設備の再点検による計画的な修繕、備品の更新等により対応し
ていかざるを得ないが、費用面での負担は増加していくことが予想されるこ
とから、今後現施設自体の安全整備、将来的な建替えに向けての整備手法
（ＰＦＩ等）の調査研究を要する。

受益者負担の妥当性

行財政構造改革推
進本部の総合判定

３　評　価　（チェック）と改善（アクション）

■適切

☐適切

■改善の余地あ
り(⇒改善の方
法記入）

□該当しない

　学校給食法に基づき、学校給食は学校の設置
者の責任において実施するべきものとされてい
る。学校給食運営については、献立作成以外の
調理業務等の民間委託について、安全衛生管
理体制の確保に留意して実施することとされてい
る。

　未納については、経済不況の中で
取り扱いも難しい状況にあるが、負担
公平の原則から、学校・行政一体と
なって督促等の強化等により未納の
未然防止に努める必要がある。

判定の説明や課題 改善の方法

判定の説明や課題 改善の方法

　市民のニーズに対応した施策であ
り、栄養バランスのとれた給食提供と
いうことでは適切であるが、野菜等の
残食量を減らす対策、アレルギー対策
等の課題がある。

　残食量調査等の結果を踏まえ、児童のニーズ
にも配慮した献立の工夫、また、食指導・食教
育に取り組んでいく必要がある。アレルギーは、
個々の対応は困難としても、対応可能な限り取
り組んでいく必要がある。

　行財政改革の一環として、Ｈ１５から調理・配膳
等の業務は民間委託化しており、妥当と評価す
る。また、安全な給食提供という行政としての使
命を有しているものの、民間における安全衛生
管理の徹底が十分図られており、この点につい
ても妥当といえる。

　より美味しく、楽しく食べてもらうため
に、献立における食材、色合いの組み
合わせ等配慮しながら提供しており、
十分に成果は出ている。

　民間委託化によりコスト削減は十分図ら
れているが、それのみを目的した委託では
なく、コスト削減分により給食内容の一層
の充実を図っていきたい。




